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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、提携管理活動を分析することを通して、組織の内部統合活動を分析するこ
とである。日本の医薬品産業の発見事実から明らかになったことは次のことであり、これらは既存研究では明らかにな
っていなかった点である。(1)外部統合、(2)内部統合、(3)プロダクトあるいはプロジェクトマネジャーとラインマネ
ジャーに対する意思決定に与える力、(4)標準化された経営実践と標準化されていない経営実践、である。提携管理活
動は、機能的に分化した組織を統合し、外部の提携相手との統合も実現するものであり、提携管理者は組織内の統合機
能として働いていると解釈できる。

研究成果の概要（英文）：The aim of this study is to investigate the functions and activities of internal 
integration through cases of alliance management based on interviews and surveys. According to our 
findings of the Japanese pharmaceutical industry, we identified new concepts of alliance management 
functions which previous research did not mention: (1) External Integration, (2) Internal Integration, 
(3) Power to Decision Making of Product/Project Manager and Line Manager, (4) Standardized Practice and 
non-Standardized Practice. It can be interpreted that the function of alliance management is to integrate 
differentiated functional organizations and external partners and the alliance manager serves as an 
integrative device of organizations, which Lawrence and Lorsch (1967) mentioned.

研究分野：経営学、経営組織論
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１．研究開始当初の背景 
本研究では分析対象を医薬品産業とする。
これは、医薬品企業が創業以来、基本的に
は高度に分化した機能別組織として編成さ
れていたが、近年、提携を通じた外部資源
の活用の必要性が増え統合担当機能の内部
統合・外部統合という役割が増し、組織構
造が大幅に変化して途上にあるためである。
本研究では、統合担当機能をいかに組織内
で正統化し部門化していくのかという変革
の資源動員のプロセスに注目し組織論の古
典問題に意義のある研究成果を目指す。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、①分化が進んだ組織全体
の統合担当機能と統合担当者の役割を明ら
かにすること、②統合担当機能を組織内で企
画し、設置し、制度化する組織内のプロセス
を明らかにすることである。 
  
３．研究の方法 
統合担当者とその機能について最初に事
例研究を行った上で、組織内の公式権限や担
当者個人の行動様式を明らかにするために
アンケート調査を行う。アンケート調査は同
一産業内での組織間比較として統計解析を
行う。結果から、統合が最もうまくいってい
る企業と最もうまくいっていない企業を特
定し、それらに対して分厚い事例研究を行い、
新しい組織部門としての統合部門や担当者
がどのように資源動員・獲得と正統化を行い
制度化されているのかという論理を明らか
にする。ただし、国際的観点からすれば、欧
米の医薬品企業は様々な組織構造のイノベ
ーションを試みているため、同一産業内での
国際比較研究を行う。また、日本の自動車や
エレクトロニクス産業は世界的にもベスト
プラクティスとして称賛されてきたため、こ
れらの産業と医薬品産業で産業間での国内
比較研究を行うことで国際間、産業間での共
通点と相違点を分析する 
 
４．研究成果 
本研究は、日本企業の多くが直面する課題
に回答を示す。つまり、日本企業の経営的な
問題として全社的、組織横断的な内部統合が
取りにくいということがある。具体的には、
沼上ほか(2007)が極めて明確に示している
ように、根回しといった現象があるために組
織の意思決定が遅くなる場合、ごく少数の反
対者が表れて組織内部で部門間の統合がで
きなくなることにある。それをどのように回
避し、高度分化しつつも高度に統合的な組織
を作り上げるのか、日本らしい国際競争力の
ある組織構造とプロセスを生み出すのかに
ついて研究を行った。 
主たる成果は、雑誌論文の①、②、③、そ
して、図書(執筆分担)の①などに収められて
いる。これらに関連して博士論文の執筆が完
了しており、今後、博士論文の成果の公刊を

予定している。 
本研究を通して示したことは、提携に適し
た組織アーキテクチャ構築のためのワンベ
ストウェイの提供でも魔法のソリューショ
ンの提供でもない。自社の内部組織を提携に
適合的に改変していくことは、自社の内部組
織を知ることから始める必要がある。そして、
広く言えば、組織の構造や組織変革は長期的
にトップマネジメントやスタッフ部門、企画
部門が考える経営課題である。これまで見て
きた横断組織の設計は、いうまでもなく、ボ
トムダウンでは進行しない。トップダウン型
の計画と変革が必要になる。 
横断組織に向けた組織改革の多くがうま
くいかないのは、医薬品企業の場合には、伝
統的に職能部門が縦に長く伝統が長いため、
横断組織に対して権限が大きいためである。
よって、横断組織を本気で定着させようと思
うのであれば、トップマネジメントや職能部
門の代表からの長期的な協力が必要になる。
例えば、武田が MPDRAP を導入してすでに 10
年近くが経ったが、この間、トップマネジメ
ントの変化があった。しかし、この横断組織
は継続的に活動してきた。トップマネジメン
トが変化したとしても長期的に横断組織を
定着させるという強い意志がなければ、実効
性のある組織体にはならない。武田はこれま
でそうした長期の努力を行ってきたことが
分かる。同様に、エーザイも研究所内を製品
開発に直結する集団へと変化させた。これら
は相当な粘り強さがなければならない。 
提携に適した組織アーキテクチャを設計
する場合、各社がすでに作り上げてきた内部
組織での仕事のプロセスや各職能部門の権
限の大きさに依存して最適な横断組織の形
態が異なる。よって、各社の細かい施策は違
って見える。成功している会社の仕組みほど、
その細部に至るまで神々が宿っている。ゆえ
に、同業の他社が実施している施策であった
としても、むやみにそのまま導入すれば良い
というわけではない。場合によっては模倣す
ら容易ではないだろう。組織の設計に関する
唯一最適な回答、つまり唯一最適な解(ワン
ベストウェイ)があるのかと言われるとそれ
はないというのが答えである。だが、改革の
方向性として、提携に適した内部組織を作る
ということは内部統合を高める横断的組織
を再設計するということである。 
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